
３ ４

アドベンチャートラベル・
ワールドサミットの開催

観光産業の振興

主な要望事項

・日本版DMOの形成・確立に向けた支援の拡充
・観光客受入体制整備の推進、ビザ免除や発給要件の更なる緩和
・アドベンチャートラベル・ワールドサミット開催に係る支援

外国人来道者数の推移
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食産業の振興
主な要望事項

・｢北海道フード･コンプレックス国際戦略総合特区｣
の充実・発展に向けた支援の継続及び食クラスター
活動の展開に対する支援の充実・強化

・輸入規制の緩和に向けた日本産食品の安全性確認・
情報発信

力強い農林水産業の確立

新規就農者数（北海道農政部「新規就農者実態調査」）

ICTを活用した高性能林業機械の導入主な要望事項

・力強い農林水産業づくりや経済の活性化に向けた支援の強化
・次代を担う多様な担い手の育成・確保
・秋サケの資源回復対策など栽培漁業の推進
・林業イノベーションの推進

栽培漁業の推進
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持続的な交通・物流ネットワーク形成の推進
速度向上に伴う防音壁の整備などの環境整備

高規格幹線道路の整備状況

主な要望事項

・JR北海道の経営自立に向けた2021年度以降の支援の充実・強化
・航空ネットワークの維持・拡充及び利便性向上のための施策

の推進
・公共交通機関の路線等の維持・確保のために必要な予算の確保
・空港や港湾、道路ネットワークなどの物流機能等の充実・強化
・高規格幹線道路の整備促進及び機能向上
・北海道新幹線の安全運行の確保と札幌までの早期完成及び地方

負担の軽減

北海道フードコンプレックス国際戦略総合特区
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北海道ブランドの浸透・市場拡大

感染拡大防止と経済再生の両立に向けて
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■ 国際線 ■ 国内線

北海道内空港の利用状況

山下ＪＯＣ会長との面談
（左から 鈴木知事、山下会長、秋元札幌市長）

東京2020オリンピック札幌開催を活かした取組の推進
主な要望事項

・全道に大会の開催効果を波及させる取組に対する支援
・道産食材・木材など地域資源を活用したおもてなしの充実
・障がい者スポーツの裾野拡大などに対する支援
・冬季オリパラ札幌招致への取組の推進

札幌冬季オリパラ開会式イメージ

日本版DMO・日本版DMO候補法人の登録状況

１．道内の日本版ＤＭＯ（１２団体）

広域連携

ＤＭＯ

（公社）北海道観光振興機構

地域連携

ＤＭＯ

（一社）千歳観光連盟

（一社）大雪カムイミンタラＤＭＯ
（一社）ふらの観光協会
（一社）釧路観光コンベンション協会
（一社）ニセコプロモーションボード
（一社）ひがし北海道自然美への道ＤＭＯ

地域

ＤＭＯ

（特非） 阿寒観光協会まちづくり推進機構

十勝川温泉旅館協同組合
（一社）岩見沢市観光協会

（一財）丘のまちびえい活性化協会
大雪山ツアーズ（株）

２．道内の日本版ＤＭＯ候補法人（１１団体）

地域連携

ＤＭＯ

（株）デスティネーション十勝

平取町観光協会
ノース・シティＤＭＯ

地域

ＤＭＯ

（一社）摩周湖観光協会

（一社）しりうち観光推進機構
（一社）網走市観光協会

（一社）倶知安観光協会
（株）Ｋａｒｃｈ
（一社）白老観光協会

（一社）北海道江差観光みらい機構
（一社）噴火湾とようら観光協会



５

Society5.0時代の未来技術を活かした社会の創出

主な要望事項

・一次産業におけるＩＣＴ利活用に向けた取組の推進
・５Ｇ等の携帯電話や光ファイバーなどの情報基盤整備の推進
・自動運転の通年実用化に向けた取組工程の明確化※

医療機関や介護施設等 による医療情報連携 ネットワークの構築

北海道ブランドを活かした海外戦略の新たな展開
主な要望事項

・海外の成長力の取り込みによる地域経済の活性化、
中小企業等の海外展開の促進

海外との交流展開「北海道どさんこプラザ」の海外展開

バンコク店(2018.11開設)

海外への企業の進出状況（JETRO北海道、道経済部国際経済室調べ）
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北海道の発展を牽引する産業競争力の向上

自動車関連テストコースの立地状況

ロケットや人工衛星等の開発

北海道への企業立地件数
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ICT利活用の推進

２

多様な社会参画 職業体験機会

多様な人材が活躍する社会

結婚や出産による離職 移住希望

仕事・暮らしの情報発信

若者の地域参画

多様な人材が活躍できる社会の創出

雇用の確保と就業環境の整備
主な要望事項

・テレワーク等の導入に向けた支援の充実※

・女性や高齢者、障がい者などの労働参加の促進に向けた
支援の充実

・働き方改革に取り組む中小企業への支援の充実・強化
・特定技能の在留資格制度などの適正な運用

外国人材の雇用に関する相談体制の整備U・Iターン就職に係る支援の充実

医療の確保と誰もが元気に活躍できる社会の創出
主な要望事項

・遠隔医療システム等の活用に対する支援強化※

・メディカルウイングによる長距離患者搬送体制の整備
・地域における医師不足・偏在対策の強化

教育環境等の充実
主な要望事項

・学校におけるICT活用に向けた環境整備のための財政
措置の拡充

・新たな教職員定数改善計画の早期策定や学校における
働き方改革の推進と財政措置の拡充

・少子化対策への財政措置の充実、働き方改革の推進
・子ども・子育て支援新制度の円滑な実施のための財源

や人材の確保

学校におけるICTの活用

出生数及び合計特殊出生率の推移
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厚生労働省「人口動態調査」

・ロケットや人工衛星等の開発及び事業化に対する支援の充実
・再生可能エネルギーの開発・導入の促進に向けた支援措置の拡充
・水素社会の実現に向けた取組への支援の充実
・企業の地方立地に向けた財政・税制措置の創設・拡充

主な要望事項

メディカルウイングによる患者搬送

使 用 機 体ビーチクラフト200型キングエア
乗客数：４名
（医師・看護師・患者・付添）
最大速度：533㎞/ｈ/20,000ft
航続時間：4.5時間
航続距離：最大積載時1,129㎞

セスナ560型サイテーションV
乗客数：４名
（医師・看護師・患者・付添）
最大速度：793㎞/ｈ/35,000ft
航続時間：4.5時間
航続距離：最大積載時2,685㎞

測位システムを活用した無人トラクター
（北海道大学）

28の自動車関連テストコースが立地（全国最多）

農村地域における情報ネットワーク環境の整備

脱炭素化イメージ（例：農村地域） オトンルイ風力発電所、幌延風力発電(株)

（出典：NEDO）

※本編では、「23 ICT利活用に対する支援の強化」に掲載

※本編では、「23 ICT利活用に対する支援の強化」に掲載

※本編では、「26 自動運転の通年実用化に向けた取組の推進」に掲載

道民の命と生活を守る

力強い北海道づくり



北海道を応援する方々や市町村と一体となった地域の創生
主な要望事項

・地方創生の着実な推進のための財源確保
・地方交付税をはじめとする一般財源総額の確保
・過疎地域の振興を図るための新たな過疎対策法の制定
・離島地域の振興を図るための支援制度の充実・強化
・集落対策支援の強化

過疎地域の現状（R2.4.1現在）
北海道内市町村数 179
北海道内過疎市町村数（割合:83.2%） 149

過疎市町村数 144
一部過疎市町村数 5

応援セミナーの開催
民間との協働の推進

ペーパン川

総合的な治水対策に必要な制度の創設

国土強靭化の推進と安全・安心の確保

・地震・津波対策や地域特性に配慮した防災・
減災対策及び財政支援の強化

・北海道強靱化計画の実効性を高めるための
財政措置の充実・強化

・社会資本の維持管理・更新等への財政支援
・北海道胆振東部地震災害からの復旧・復興

主な要望事項

大規模災害等に備えた体制維持・拡充

近５年の土砂災害発生件数（全国・北海道）
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【全国】土石流等 地すべり がけ崩れ

北方領土問題の早期解決

本地図は、わかりやすく図示する
ため便宜的に色分けしています

北方墓参（R元） 北方墓参の状況

○S39 ～R元（中断を挟み42年間）、110回実施、延べ参加遺族数3,710名

（人、箇所）

墓参実施
墓地数

延べ墓参回数
（墓地数ベース）

うち
R元

歯舞群島 9 771 9 66 3
色丹島 8 303 8 41 3
国後島 18 2,283 18 87
択捉島 17 1,410 17 58 4

計 52 4,767 52 252 10

島名 墓地数 埋葬者数
実績

主な要望事項
・強力な対露外交交渉の推進
・北方領土返還要求運動の一層の推進

・四島交流事業や北方墓参事業等の円滑実施
・北方領土隣接地域の振興対策の充実・強化

６

感染拡大防止に向けた取組

北海道アイヌ生活実態調査（H29）

アイヌ施策の推進
主な要望事項

・アイヌ施策推進法の趣旨を踏まえた国民に対する正しい理解の促進
・アイヌ政策推進交付金予算の十分な確保及び柔軟な制度運用

ウポポイ（民族共生象徴空間）
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アイヌの人たち アイヌの人たちの居住する市町村

空港などを活用したアイヌ文化の発信

北海道を支える基盤の確立

１

北海道における緊急対策

全国に先立ち道独自の「緊急事態宣言」を発出
（2月28日）し、当面の危機を回避
その後、感染者数は再び増加傾向となり、道と札
幌市が「緊急共同宣言」を発出（ 4月12日）
4月16日、国の特別措置法に基づき、全都道府県
が「緊急事態宣言」の対象地域とされ、道は重点
的に対策を進める「特定警戒都道府県」に指定
4月17日、「新型コロナウイルス感染症」感染拡
大防止のための「北海道」における緊急事態措置
を実施
5月25日、国において緊急事態の終了を宣言
6月19日、都府県との移動の自粛及び施設の使用
制限等が緩和

感染者数の推移と北海道の取組

「新北海道スタイル」の浸透・定着

① 「新北海道スタイル」推進のPR活動
• 広告、動画配信、ポスター作成

② 取組の可視化の促進
• 施設・店舗への巡回訪問、ステッカー配布

③ 「新北海道スタイル」推進協議会の設置 等

① 検査・医療提供体制の充実強化
• 医療機関、民間検査機関への検査機器整備支援

• 保健所体制の強化

• 重点医療機関等の病床確保

• 軽症者用「宿泊療養」の確保 等

② 福祉施設等における事業継続の確保
• 社会福祉施設等を対象とした感染症対策に要す

る経費支援

• 介護サービスの利用再開支援 等

第３波以降に備えた医療提供体制等の充実強化

① 事業継続と就業機会の確保
• 最大5年間据置・3年間実質無利子・保証料全額補

助の制度融資の枠拡大 等

② 地域や事業者が取り組む感染防止対策の推進
• 小規模事業者の事業再建のための設備投資支援

• 商店街における「新北海道スタイル」の実践と賑

わいの創出支援 等

③ 域内交流・消費循環の促進
• プレミアム付商品券などによる需要の喚起 等

経済活動の継続と段階的拡大

① 学校・公共施設の感染リスク低減
• 幼稚園の感染防止対策に対する経費支援

• 道立施設におけるサーモグラフィー設置 等

② 学びと暮らしのセーフティーネット
• 学習指導員の道内全学校への配置 等

③ 学校のICT利活用
• オンライン学習のモデル実証 等

④ 文化・スポーツ活動への支援
• 中止となった部活動全国大会の代替開催支援 等

社会生活・文化活動の継続と安心の確保
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北海道における新型コロナウイルスに関連した患者等の発生状況（R2.6.30現在）
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検査人数 20,920名

陽性累計 1,263名

現在患者数 103名

死亡累計 99名

陰性確認済累計 1,061名



令和３年度

７

国の施策及び予算に関する提案･要望

令和２年７月

北 海 道

観光産業の振興
９ 質の高い観光地づくりの推進

東京2020オリンピック札幌開催を活かした取組の推進
22 東京オリパラ開催効果の波及に向けた施策の

推進と冬季大会の招致

北海道を応援する方々や市町村と一体となった地域の創生
32 北海道創生・地方分権改革の推進
33 地方行財政の安定的な運営の確保・充実
34 新たな過疎対策法の制定
35 条件不利地域の振興対策の推進

北海道ブランドを活かした海外戦略の新たな展開
24 アジア・ロシアとの交流の拡大

Society5.0時代の未来技術を活かした社会の創出
23 ＩＣＴ利活用に対する支援の強化

力強い農林水産業の確立
10 経済連携協定への適切な対応
11 持続的な発展に向けた北海道農業・農村の確立
12 変化に対応した水産業の体質強化と漁村の活力向上
13 森林資源の循環利用による林業・木材産業の成長

産業化
14 エゾシカやアライグマ、海獣類などの野生鳥獣

被害対策の推進

持続的な交通・物流ネットワーク形成の推進
15 新千歳空港等の機能強化
16 航空ネットワークの維持・拡充及び利便性向上の

ための施策の推進
17 公共交通ネットワークの維持・確保及び利便性

向上のための施策の推進
18 高規格幹線道路網等の整備促進
19 安定的な鉄道ネットワークの構築に向けた施策の

推進
20 北海道新幹線の整備促進
21 本道の経済活動を支える物流機能等の充実・強化

国土強靱化の推進と安全・安心の確保
36 防災・減災対策の推進
37 北海道の強靱化と社会資本の老朽化対策等の推進
38 大規模・広域災害等に備えた体制の充実・強化
39 北海道胆振東部地震災害からの復旧･復興
40 原子力発電所の安全対策及び原子力防災対策の徹底
41 国際情勢を踏まえた万全な危機対応・北朝鮮拉致

問題の早期解決
42 災害や犯罪から道民を守るための警察機能の

充実・強化

教育環境等の充実
６ 「生きる力」の育成に向けた教育環境づくりの

充実・強化
７ 少子化対策及び子どもの貧困対策の抜本的な

強化・拡充

アイヌ政策の推進
43 アイヌの人たちに対する総合的な施策の推進

食産業の振興
８ 食産業の競争力強化

北海道の発展を牽引する産業競争力の向上
25 宇宙産業の成長産業化に向けた支援の充実・強化
26 自動運転の通年実用化に向けた取組の推進
27 再生可能エネルギーの導入拡大のための電力基盤

の増強と支援制度の拡充
28 水素の活用などによる脱炭素社会（ゼロカーボン

シティ）の実現
29 本道の優位性を活かしたイノベーションの創出と

企業立地の促進
30 中小・小規模企業の振興、地域商業の活性化
31 道内石炭資源の有効活用に向けた取組等の推進

雇用の確保と就業環境の整備
４ 人材の確保と働き方改革の推進、就職氷河期世代の

活躍への支援
５ 外国人材の円滑な受入れと共生に向けた環境整備

医療の確保と誰もが元気に活躍できる社会の創出
１ 誰もが安心できる医療の確保
２ 地域に必要な医師の養成・確保
３ 高齢者がいきいきと健康に暮らすことのできる

地域づくり

北方領土問題の早期解決
44 北方領土の早期返還

力強い北海道づくり

感染拡大防止と経済再生の両立に向けて

道民の命と生活を守る

北海道を支える基盤の確立


